
官民連携による
空家等対策の推進について

官民連携による空家等対策基盤づくり
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【資料１】



綾川町空家等対策計画（現行）
２．空家等の発生予防

（１）官民連携の組織づくり 事例：いこま空き家流通促進プラットフォーム

（２）官民連携の相談支援体制

（３）都市計画手法の活用

（４）官民連携の広報・啓発

（５）新規施策継続検討事業

３．空き家の適切管理の促進

（１）所有者等の不安の解消

（２）適切な管理の実現に向けた対処

（３）所有者等を支援する仕組みづくり

４．空き家の活用の促進

（１）既存住宅の流通促進 検討：地域版不動産流通情報システム（地域不動産情報共有システム）

（２）過疎地域における移住定住の推進

（３）既存住宅の流通阻害要因への対処

（４）官民一体の支援体制づくり
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官民連携の核となる組織の立ち上げ
例：いこま空き家流通促進プラットホーム
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綾川町空家等対策計画 ２．空家等の発生予防 （１）官民連携の組織づくり 事例：いこま空き家流通促進プラットフォーム
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綾川町空家等対策計画 ４．空き家の活用の促進 （１）既存住宅の流通促進 検討：地域版不動産流通情報システム
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平成30年住宅・土地統計調査 にみる綾川町の空き家

平成30年住宅・土地統計調査　住宅及び世帯に関する基本集計
第１－２表　居住世帯の有無(8区分)別住宅数及び住宅以外で人が居住する建物数 単位：戸

居住世帯あり

一時現在者あり 　　空き家（一時現在者なし） 建築中

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅

綾川町

9,800 8,880 920 0 860 40 20 0 800 50

90.6% 9.4% 0.0% 8.8% 0.4% 0.2% 0.0% 8.2% 0.5%

　香川県 81.5% 18.5% 0.3% 18.1% 0.6% 7.5% 0.4% 9.6% 0.1%

　全　国 85.9% 14.1% 0.3% 13.6% 0.6% 6.9% 0.5% 5.6% 0.1%

綾　川　町

　居住世帯なし
住宅総数
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別荘など、たまに寝泊まりする住宅など



香川県内の空き家率

18.1%
17.0%

17.9%

22.0%
21.1%

17.1%

18.5%

20.7%

15.7%
17.0%

14.8%

8.8%

19.1%

16.4%

9.6%

7.2%

10.0%

12.2%
11.3%

10.3% 10.3%

14.8%

12.3%

7.3%

3.7%

8.2%

12.5%
11.8%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

香
川
県

高
松
市

丸
亀
市

坂
出
市

善
通
寺
市

観
音
寺
市

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

三
豊
市

三
木
町

宇
多
津
町

綾
川
町

多
度
津
町

ま
ん
の
う
町

香川県内の空き家率（H30住宅・土地統計調査）

空き家率（総数） 空き家率（その他の住宅）
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＝用途の定まらない空き家



綾川町の空き家（全体観）

•綾南地区の新興住宅団地でも空き家がみられる。

•旧来の中心街の外側で宅地開発や商業立地が進んでいる。

•旧来の中心街で空き家が増加、その累積が進んでいる。

•綾上地区（過疎地域）では人口減少・世帯減少と空き家の増
加が進み、空き家の累積と劣化が進行している。

一般的に住宅ニーズが高いと思われる綾川町において、8.2％に
のぼる「用途の定まらない空き家」が存在する。

これらの空き家は何らかの課題を抱え、自律的に空き家状態を
解消することが困難と推測される。

これを放置すれば、空き家の累積・増加が進行することに疑いは
なく、早急に個別事情に応じた支援が必要である。
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空き家の発生抑制と累積解消が急務

• 空き家の発生抑制は、「空き家になる前」から取り組む必要がある。

• 行政のマンパワーは、質・量ともに十分ではない。地域の専門職の助力
を求めることが望まれる。

• 所有者等の努力や専門職の支援だけで解決することも期待できない。

官民連携で取り組むことが必要

◆住宅ニーズの高い綾川町で堆積する空き家は、端的に言えば市
場原理による解消を期待し難く、早急に支援を進める必要である。
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核になる組織等が町内にない
• 各士会の地域支部、専門職間の連携組織、勉強会などがない。

綾川町空家等対策協議会委員を輩出している専門職団体

町内金融機関（JA香川県、百十四銀行、香川銀行）

独立行政法人住宅金融支援機構四国支店
（改正空家法第21条に基づく情報の提供その他の援助）

綾川町（いいまち推進室ほか）
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まずは官民連携の枠組みを形成することが必要



綾川町空き家・空き地対策推進基本協定（試案）

（目的）

第1条 本協定は、連携団体が連携協力して、空き家及び空き地に関する施策を推進することで、地域社会の

持続的な発展を実現することを目的とする。

（連携協力する事項）

第2条 連携団体は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について連携協力するものとする。

（１） 綾川町空家等対策計画に基づく事項

（２） 前号のほか空き家及び空き地に関する事項

（会議）

第３条 本協定に基づく連携協力を円滑に推進するため、連携団体の代表者により構成する綾川町空き家・

空き地対策推進会議を設置する。

（その他）

第４条 本協定に定めのない事項について必要がある場合は、連携団体が協議して定めるものとする。

２ 本協定については、締結の日から5年毎に、その実施状況等を勘案し、必要があるときは検討を加え、所要

の措置を講ずるものとする。
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空き家・空き地対策推進会議の構成と役割 （試案）

綾川町
【援助】住宅金融支援機構四国支店

香川県宅地建物取引業協会
全日本不動産協会香川県本部

香川県司法書士会

香川県行政書士会

香川県土地家屋調査士会

香川県建築士会

地域の専門職団体相互又は専門職団体と本町との連携協力により
空き家・空き地対策を推進して地域社会の持続的な発展を実現するための協議体
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空き家・
空き地対策
推進会議

【政策実現】

地元金融機関

空家等対策協議会は政策形成を担う
推進会議は官民にわたる政策実現の司令塔



空家等対策協議会 空き家・空き地対策推進会議 空き家流通促進プラットフォーム 位置関係イメージ

事業Ｂ 事業Ｃ事業Ａ
情報共有
システム

メンテナンス
ネットワーク

リーガルサービス
ネットワーク

空き家流通促進
プラットフォーム

個別事案の
相談・支援のフロント

行政権限
の行使

【管理不全空家等】
行政指導

【特定空家等】
行政指導
行政処分

行政代執行ほか

権力的施策

非権力的施策

空き家・空き地
対策推進会議
【政策実現】

官民連携の核となる協議体
個別施策実現へ実務的な協議

空家等対策協議会
（空家法第８条）

【政策形成】
「空家等対策計画」
（空家法第７条）


